
（総則）
第１条　令和４年度八女市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）
第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

（１）給水戸数 １５，８１１ 戸
（２）年間総有収水量 ３，３００，０００ ㎥
（３）１日平均有収水量 ９，０４６ ㎥
（４）主要な建設改良事業

① 豊岡地区水道整備事業 ５５５，０００ 千円
② 配水管布設工事及び配水管移設工事 １２１，４００ 千円

（収益的収入及び支出）
第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

第１款　水道事業収益 ９９３，４４５ 千円
第１項 営業収益 ８４９，５５８ 千円
第２項 営業外収益 １４３，８８６ 千円
第３項 特別利益 １ 千円

第１款　水道事業費用 ９５３，８６５ 千円
第１項 営業費用 ９２４，８７１ 千円
第２項 営業外費用 ２４，６９４ 千円
第３項 特別損失 ３００ 千円
第４項 予備費 ４，０００ 千円
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（資本的収入及び支出）
第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。
（資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額４９５，１０２千円は、当年度分消費税資本的収支調整額４３，８９９千円
及び過年度分損益勘定留保資金４５１，２０３千円で補てんするものとする。）

第１款　資本的収入 ６６０，９３７ 千円
第１項 工事負担金 ５３，２００ 千円
第２項 他会計負担金 ２７，０００ 千円
第３項 他会計出資金 ２３０，４３１ 千円
第４項 加入金 ２０，３０５ 千円
第６項 国庫補助金 １６０，０００ 千円
第７項 企業債 １７０，０００ 千円
第１０項 有価証券売却代金 １ 千円

第１款　資本的支出 １，１５６，０３９ 千円
第１項 建設改良費 ８１９，０３８ 千円
第２項 企業債償還金 ２３５，１９１ 千円
第３項 過年度還付金 ２１０ 千円
第４項 投資 １００，６００ 千円
第５項 予備費 １，０００ 千円

（企業債）
第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「企業債」による。

（一時借入金）
第６条　一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。

収　　　　　入

支　　　　　出
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（予定支出の各項の経費の金額の流用）
第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内でこれらの経費の各項の間の流用。

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する

場合は、議会の議決を経なければならない。
（１）職員給与費 １２６，２３８ 千円

（他会計からの補助金）
第９条　経営の健全化の早期実現を図るため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、２６２，９６５千円である。

令和４年２月２２日提出

八女市長　　三田村　統　之
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（単位：千円）

予 定 額

1 水道事業収益 993,445

1 営業収益 849,558

1 給水収益 844,405 水道料金

2 受託工事収益 100

3 その他営業収益 5,053 給水装置工事手数料等 2,383

他会計負担金 2,500

雑収益 170

2 営業外収益 143,886

1 受取利息及び配当金 1,359 預金利息 358

貸付金利息 1

有価証券利息 1,000

2 他会計補助金 3,034

3 長期前受金戻入 131,694

4 消費税及び地方消費税還付金 7,782

5 雑収益 17 有価証券売却収益 1

その他雑収益 16

3 特別利益 1

2 過年度損益修正益 1

令和４年度　八女市水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　　入

款 項 目 備 考
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（単位：千円）

予 定 額

1 水道事業費用 953,865

1 営業費用 924,871

1 原水及び浄水費 224,866 受水費

2 配水及び給水費 218,863 給料 9,080

手当等 5,645

報酬 1,561

法定福利費 2,895

旅費 67

備消品費 1,440

燃料費 535

光熱水費 19,296

通信運搬費 3,238

委託料 91,968

手数料 3,144

修繕費 21,230

動力費 16,065

薬品費 1,978

負担金 36,159

工事請負費 2,100

保険料 540

公課費 14

賞与引当金繰入額 1,599

法定福利引当金繰入額 309

3 受託工事費 500 修繕費

支　　出

款 項 目 備 考
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（単位：千円）

予 定 額

1 水道事業費用 1 営業費用 4 総係費 56,859 給料 12,917

手当等 8,416

法定福利費 4,199

旅費 256

備消品費 501

印刷製本費 858

通信運搬費 895

委託料 20,517

手数料 2,026

賃借料 1,207

負担金 613

保険料 170

賞与引当金繰入額 2,099

法定福利引当金繰入額 417

貸倒引当金繰入額 1,768

5 減価償却費 422,003 有形固定資産減価償却費

6 資産減耗費 1,780 固定資産除却費

2 営業外費用 24,694

1 支払利息及び企業債取扱諸費 24,694 企業債利息

3 特別損失 300

4 過年度損益修正損 300

4 予備費 4,000

1 予備費 4,000

款 項 目 備 考
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（単位：千円）

予 定 額

1 資本的収入 660,937

1 工事負担金 53,200

1 工事負担金 53,200

2 他会計負担金 27,000

1 他会計負担金 27,000

3 他会計出資金 230,431

1 他会計出資金 230,431

4 加入金 20,305

1 加入金 20,305

6 国庫補助金 160,000

1 国庫補助金 160,000

7 企業債 170,000

1 企業債 170,000

10 有価証券売却 1

代金 1 有価証券売却代金 1

資本的収入及び支出

収　　入

款 項 目 備 考
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（単位：千円）

予 定 額

1 資本的支出 1,156,039

1 建設改良費 819,038

1 施設改良費 804,945 給料 37,639

手当等 27,362

法定福利費 12,100

委託料 39,560

工事請負費 688,284

2 機械器具購入費 14,093 機器購入費

2 企業債償還金 235,191

1 企業債償還金 235,191

3 過年度還付金 210

1 過年度還付金 210 過年度加入金還付金

4 投資 100,600

1 投資有価証券購入費 100,600

5 予備費 1,000

1 予備費 1,000

支　　出

款 項 目 備 考
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（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー ２　投資活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 △ 319 有形固定資産の取得による支出 △ 757,643

減価償却費 422,003 有形固定資産の売却による収入 0

固定資産除却費 1,780 有価証券の取得による支出 △ 100,600

減損損失 0 有価証券の売却による収入 1

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,087 国庫補助金による収入 160,000

その他引当金の増減額（△は減少） 7,034 工事負担金による収入 53,200

長期前受金戻入額 △ 131,694 加入金等による収入 18,460

受取利息及び配当金 △ 1,359 一般会計からの繰入金による収入 27,000

支払利息及び企業債取扱諸費 24,694 過年度加入金の還付による支出 △ 191

固定資産売却損益（△は収益） 0 投資活動によるキャッシュ・フロー② △ 599,773

未収金の増減額（△は増加） △ 4,971

その他流動資産の増減額（△は増加） 0 ３　財務活動によるキャッシュ・フロー

特定収入仮払消費税の調整額 △ 21,836 建設改良費等の財源に充てるための企業債

未払金の増減額（△は減少） △ 158,032 による収入 170,000

その他流動負債の増減額（△は減少） 0 建設改良費等の財源に充てるための企業債

小計 138,387 の償還による支出 △ 235,190

利息及び配当金の受取額 1,359 他会計からの出資による収入 230,431

利息及び企業債取扱諸費の支払額 △ 24,694 財務活動によるキャッシュ・フロー③ 165,241

業務活動によるキャッシュ・フロー① 115,052

資金増減額（△は減少）①＋②＋③ △ 319,480

資金期首残高 2,369,130

資金期末残高 2,049,650

令和４年度　八女市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
（令和４年４月１日～令和５年３月３１日）
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  一般職

（1）総括

報酬 給料 手当 計
(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)
( 1 )

6
1,561 21,997 15,119 38,677 2,640 7,820 49,137

( 1 )
8

37,639 19,776 57,415 7,586 12,100 77,101

( 2 )
14

1,561 59,636 34,895 96,092 10,226 19,920 126,238

( 1 )
6

1,568 20,777 13,937 36,282 3,740 7,308 47,330

( 1 )
8

34,740 17,697 52,437 8,348 11,047 71,832

（ 2 ）
14

1,568 55,517 31,634 88,719 12,088 18,355 119,162

(  )
△ 7 1,220 1,182 2,395 △ 1,100 512 1,807

(  )
2,899 2,079 4,978 △ 762 1,053 5,269

(  )
△ 7 4,119 3,261 7,373 △ 1,862 1,565 7,076

備考　「職員数」欄の()内は、短時間勤務職員について外書きとする。

扶養手当 管理職手当 地域手当 特殊勤務 時間外勤務 住居手当 通勤手当 期末勤勉 管理職特別 単身赴任手当

(千円) (千円) (千円) 手当(千円) 手当(千円) (千円) (千円) 手当(千円) 勤務手当(千円) (千円)

本年度 1,910 612 1,900 1,088 1,800 27,540 45

前年度 1,910 612 1,900 588 1,400 25,179 45

比　較 500 400 2,361

給 与 費 明 細 書

給 与 費

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合 計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合 計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合 計

区 分
職員数

退職手当
組合負担金

法定福利費 合計
備 考

本
年
度

前
年
度

比
較

手当の内訳

区分
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　ア　会計年度任用職員以外の職員

報酬 給料 手当 計
(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)
(  )
6

21,997 14,982 36,979 2,640 7,820 47,439

( 1 )
8

37,639 19,776 57,415 7,586 12,100 77,101

( 1 )
14

59,636 34,758 94,394 10,226 19,920 124,540

(  )
6

20,777 13,800 34,577 3,740 7,308 45,625

（ 1 ）
8

34,740 17,697 52,437 8,348 11,047 71,832

( 1 )
14

55,517 31,497 87,014 12,088 18,355 117,457

(  )
1,220 1,182 2,402 △ 1,100 512 1,814

(  )
2,899 2,079 4,978 △ 762 1,053 5,269

(  )
4,119 3,261 7,380 △ 1,862 1,565 7,083

扶養手当 管理職手当 地域手当 特殊勤務 時間外勤務 住居手当 通勤手当 期末勤勉 管理職特別 単身赴任手当

(千円) (千円) (千円) 手当(千円) 手当(千円) (千円) (千円) 手当(千円) 勤務手当(千円) (千円)

本年度 1,910 612 1,900 1,088 1,800 27,403 45

前年度 1,910 612 1,900 588 1,400 25,042 45

比較 500 400 2,361

給 与 費

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合 計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合 計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合 計

備考　１　この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算の基礎となったものについて記載する。

２　()内は、短時間勤務職員について外書きとする。

区 分
職員数

退職手当
組合負担金

法定福利費 合計
備 考

本
年
度

前
年
度

比　

較

手当の内訳

区分
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　イ　会計年度任用職員

報酬 給料 手当 計
(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)
( 1 )

1,561 137 1,698 1,698

(  )

( 1 )
1,561 137 1,698 1,698

( 1 )
1,568 137 1,705 1,705

(  )

( 1 )
1,568 137 1,705 1,705

(  )
△ 7 △ 7 △ 7

(  )

(  )
△ 7 △ 7 △ 7

地域手当 特殊勤務 時間外勤務 通勤手当 期末手当

(千円) 手当(千円) 手当(千円) (千円) (千円)

本年度 137

前年度 137

比較

給 与 費

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合 計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合 計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合 計

備考　１　この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算の基礎となったものについて記載する。

２　（）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の1週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員に

ついて外書きとする。

区 分
職員数

退職手当
組合負担金

法定福利費 合計
備 考

本
年
度

前
年
度

比　

較

手当の内訳

区分
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（2）給料及び手当の増減額の明細（会計年度任用職員以外の職員）

396

3,723

3,261

（3）給料及び手当の状況（会計年度任用職員以外の職員）

　ア　職員一人当たり給与 　ウ　級別職員数

級

8　級 （   ）

7　級 （   ）

6　級 1 （   ）

5　級 3 （   ）

4　級 6 （ 1 ）

3　級 1 （   ）

2　級 1 （   ）

　イ　初任給 1　級 2 （   ）

計 14 （ 1 ）

8　級 （   ）

7　級 （   ）

6　級 1 （   ）

5　級 3 （   ）

4　級 4 （   ）

3　級 2 （ 1 ）

2　級 （   ）

1　級 4 （   ）

計 14 （ 1 ）

増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳

(千円) (千円)

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分

昇 給 に 伴 う 増 加 分

そ の 他 の 増 減 分

制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分

そ の 他 の 増 減 分

区 分 一 般 職 一 般 職

平均給料月額（円） 339,286 職 員 数 （ 人 ）

平均給与月額（円） 364,471

平 均 年 齢（歳） 45.4

平均給料月額（円） 315,879

平均給与月額（円） 340,364

平 均 年 齢（歳） 41.7 

区 分 一 般 職 一般会計の制度

高 校 卒 154,900円 154,900円

大 学 卒 182,200円 182,200円

「職員数」欄の（）内は、短時間勤務職員について外書きとする。

区 分 説 明 備 考

給 料 4,119

手 当 3,261

区 分

令和4年4月現在

令和3年4月現在

令和4年4月現在

令和3年4月現在
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　エ　期末手当・勤勉手当

　オ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続 25年勤続 35年勤続 最高限度

の者(月分) の者(月分) の者(月分) (月分)

　カ　地域手当 　キ　その他の手当

全市内 福岡市 大野城市

0 10 6

0 0 0

支給地域外 10 6

支 給 期 別 支 給 率

６月（月分） １２月（月分）

(1.175) (1.175) (2.35)

2.225 2.225 4.45 

(1.175) (1.175) (2.35)

2.225 2.225 4.45 

(1.175) (1.175) (2.35)

2.225 2.225 4.45 

()内は、短時間勤務職員について外書きとする。

定年前早期退職特例措置

（ 2% ～ 20% 加 算 )

定年前早期退職特例措置

（ 2% ～ 20% 加 算 )

支 給 対 象 地 域 区    分 一般会計の制度との異同 差異の内容

支 給 率（％） 扶 養 手 当 同

支給対象職員数（人） 住 居 手 当 同

国の制度（支給率） 通 勤 手 当 同

区 分
支 給 率 計
（ 月 分 ）

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

備      考

本 年 度 有

前 年 度 有

一 般 会 計 の 制 度 有

区 分 その他の加算措置等 備 考

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 

一 般 会 計 の 制 度 24.586875 33.27075 47.709 47.709 
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限    度    額 起債の方法 利        率 償   還   の   方   法

水 道 事 業 165,000

過 疎 対 策 事 業 5,000

企　　　　業　　　　債

(単位：千円）

起     債     の     目     的

証書借入又は
証  券  発  行

財政融資資金
そ　　の　　他

４．０％以内（ただし、
利率見直し方式で借り入
れる財政融資資金及び地
方公共団体金融機構資金
について、利率の見直し
を行った後においては、
当該見直し後の利率）

財政融資資金及び地方公共団体
金融機構資金についてはその融
通条件により、銀行その他の場
合にはその債権者と協定すると
ころによる。ただし、市財政の
都合により据置期間及び償還期
限を短縮し、もしくは繰上償還
又は低利に借換えることができ
る。
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(単位：千円)

１　固定資産
　(1) 有形固定資産
　　イ　土地 122,717
　　ロ　建物 348,229
　　　　減価償却累計額 △ 87,145 261,084
　　ハ　構築物 13,539,121
　　　　減価償却累計額 △ 5,073,216 8,465,905
　　ニ　機械及び装置 1,420,258
　　　　減価償却累計額 △ 513,231 907,027
　　ホ　車両運搬具 882
　　　　減価償却累計額 △ 838 44
　　ヘ　工具器具及び備品 2,470
　　　　減価償却累計額 △ 2,346 124
　　ト　建設仮勘定 15,711
　　　　有形固定資産合計 9,772,612
　(2）無形固定資産
　　イ　電話加入権 320
　　　　無形固定資産合計 320
　(3）投資その他の資産
　　イ　投資有価証券 300,196
　　　　投資その他の資産合計 300,196
　　　　固定資産合計 10,073,128

２　流動資産
　(1) 現金預金 2,049,650
　(2) 未収金 36,618
　　　未収金貸倒引当金 △ 2,268 34,350

　　　　流動資産合計 2,084,000

　　　  資産合計 12,157,128

令和４年度　八女市水道事業予定貸借対照表
(令和５年３月３１日）

資 産 の 部
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３　固定負債
　(1) 企業債 1,944,015
　　　  固定負債合計 1,944,015
４　流動負債
　(1) 企業債 221,278
　(2) 未払金 355,017
　(3) 引当金 10,590
　(4) その他流動負債 500
　　　　流動負債合計 587,385
５　繰延収益
　(1) 長期前受金 4,948,138
　(2) 長期前受金収益化累計額 △ 1,716,476
　　　　繰延収益合計 3,231,662
　　　　負債合計 5,763,062

６　資本金 5,336,054
７　剰余金
　(1) 資本剰余金
　　イ　受贈財産評価額 3,913
　　ロ　その他資本剰余金 31,959
　　　　資本剰余金合計 35,872
　(2) 利益剰余金
　　イ　減債積立金 4,900
　　ロ　当年度末処分利益剰余金 1,017,240
　　　　利益剰余金合計 1,022,140
　　　　剰余金合計 1,058,012
　　　　資本合計 6,394,066
　　　　負債資本合計 12,157,128

負 債 の 部

資 本 の 部
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(単位：千円)
１　営業収益
　(1) 給水収益 752,823
　(2) 受託工事収益 0
　(3) その他営業収益 3,343 756,166
２　営業費用
　(1) 原水及び浄水費 203,142
　(2) 配水及び給水費 155,713
　(3) 受託工事費 0
　(4) 総係費 50,234
　(5) 減価償却費 400,520
　(6) 資産減耗費 7,084 816,693
　　　営業損失 60,527
３　営業外収益
　(1) 受取利息及び配当金 1,925
　(2) 他会計補助金 3,745
　(3) 長期前受金戻入 126,617
　(4) 雑収益 823 133,110
４　営業外費用
　(1) 支払利息及び企業債取扱諸費 27,573
　(2) 雑支出 100 27,673 105,437
　　　経常利益 44,910
５　特別利益
  (1) 過年度損益修正益 0 0
６　特別損失
　(1) 過年度損益修正損 351 351 △ 351
　　　当年度純利益 44,559
　　　前年度繰越利益剰余金 973,000
　　　当年度未処分利益剰余金 1,017,559

令和３年度　八女市水道事業予定損益計算書
（令和３年４月１日～令和４年３月３１日）
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(単位：千円)

１　固定資産
　(1) 有形固定資産
　　イ　土地 122,717
　　ロ　建物 319,619
　　　　減価償却累計額 △ 76,579 243,040
　　ハ　構築物 12,562,899
　　　　減価償却累計額 △ 4,743,540 7,819,359
　　ニ　機械及び装置 1,252,557
　　　　減価償却累計額 △ 431,483 821,074
　　ホ　車両運搬具 882
　　　　減価償却累計額 △ 838 44
　　ヘ　工具器具及び備品 2,470
　　　　減価償却累計額 △ 2,333 137
　　ト　建設仮勘定 438,314
　　　　有形固定資産合計 9,444,685
　(2) 無形固定資産
　　イ　電話加入権 320
　　　　無形固定資産合計 320
　(3) 投資その他の資産
　　イ　投資有価証券 199,597
　　　　投資その他の資産合計 199,597
　　　　固定資産合計 9,644,602

２　流動資産
　(1) 現金預金 2,369,130
　(2) 未収金 31,647
　　　未収金貸倒引当金 △ 1,181 30,466
　　　　流動資産合計 2,399,596
　　　  資産合計 12,044,198

令和３年度　八女市水道事業予定貸借対照表
(令和４年３月３１日）

資 産 の 部
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３　固定負債
　(1) 企業債 1,995,293
　　　　固定負債合計 1,995,293
４　流動負債
　(1) 企業債 235,190
　(2) 未払金 513,049
　(3) 引当金 9,489
　(4) その他流動負債 500
　　　　流動負債合計 758,228
５　繰延収益
　(1) 長期前受金 4,711,505
　(2) 長期前受金収益化累計額 △ 1,584,782
　　　　繰延収益合計 3,126,723
　　　　負債合計 5,880,244

６　資本金 5,105,622
７　剰余金
　(1) 資本剰余金
　　イ　受贈財産評価額 3,913
　　ロ　その他資本剰余金 31,960
　　　　資本剰余金合計 35,873
　(2) 利益剰余金
　　イ　減債積立金 4,900
　　ロ　当年度未処分利益剰余金 1,017,559
　　　　利益剰余金合計 1,022,459
　　　　剰余金合計 1,058,332
　　　　資本合計 6,163,954
　　　　負債資本合計 12,044,198

負 債 の 部

資 本 の 部
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【注記】

Ⅰ　重要な会計方針

１　固定資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産

・減価償却の方法 定額法
・主な耐用年数

建物 １５年～６０年
構築物 ３０年～５０年
機械及び装置 １０年～２０年
車両運搬具 ４年～５年
工具器具及び備品 ３年～１５年

（２）無形固定資産
対象物なし

２　引当金の計上方法
（１）退職給付引当金

（２）賞与引当金及び法定福利引当金
　職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費（共済組合負担金）の支払に備えるため、当年度末における支払
見込額に基づき、当年度の負担に属する額（翌年度６月に支払う期末・勤勉手当及びこれに係る法定福利費のうち、当年度

（３）貸倒引当金

３　消費税及び地方消費税の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ　予定貸借対照表等関連

１　企業債の償還に関する他会計の負担
　貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものを含む）のうち、
他会計が負担すると見込まれる額は、７０，４３１千円である。

　当市は退職手当組合に加入しており、その負担方法により引当金の計上の必要がない。

１２月～３月までの４カ月分の勤務実績相当分）を計上している。

　債権の不納欠損による損失に備えるため、回収不能見込額を計上している。
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